
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産      67,194,113,624 　固定負債      38,448,110,030

　　有形固定資産      58,616,753,464 　　地方債等      25,257,767,864

　　　事業用資産      25,824,746,117 　　長期未払金                  －

　　　　土地       4,458,645,161 　　退職手当引当金       4,283,093,131

　　　　立木竹          13,970,357 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物      45,278,749,934 　　その他       8,907,249,035

　　　　建物減価償却累計額    △24,968,014,616 　流動負債       3,868,545,384

　　　　工作物       5,177,837,376 　　1年内償還予定地方債等       2,789,341,983

　　　　工作物減価償却累計額     △4,164,712,095 　　未払金         276,872,171

　　　　船舶                  － 　　未払費用           5,885,574

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金         108,734,171

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金         371,039,931

　　　　航空機                  － 　　預り金         178,701,158

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他         137,970,396

　　　　その他                  － 負債合計      42,316,655,414

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定          28,270,000 　固定資産等形成分      68,061,333,563

　　　インフラ資産      27,836,121,910 　余剰分（不足分）    △39,519,423,453

　　　　土地       1,484,289,517 　他団体出資等分                  －

　　　　建物       4,440,929,338

　　　　建物減価償却累計額     △2,888,844,402

　　　　工作物      68,119,310,090

　　　　工作物減価償却累計額    △45,355,609,197

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定       2,036,046,564

　　　物品      14,562,982,957

　　　物品減価償却累計額     △9,607,097,520

　　無形固定資産          27,264,478

　　　ソフトウェア           7,993,080

　　　その他          19,271,398

　　投資その他の資産       8,550,095,682

　　　投資及び出資金         302,347,896

　　　　有価証券         243,072,896

　　　　出資金          59,275,000

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金        △14,441,658

　　　長期延滞債権         302,329,481

　　　長期貸付金         145,476,466

　　　基金       7,719,202,759

　　　　減債基金         373,718,797

　　　　その他       7,345,483,962

　　　その他         126,609,750

　　　徴収不能引当金        △31,429,012

　流動資産       3,664,451,900

　　現金預金       1,383,017,916

　　未収金       1,042,210,651

　　短期貸付金          53,777,663

　　基金         813,442,276

　　　財政調整基金         813,442,276

　　　減債基金                  －

　　棚卸資産          57,254,955

　　その他         350,960,880

　　徴収不能引当金        △36,212,441

　繰延資産                  － 純資産合計      28,541,910,110

資産合計      70,858,565,524 負債・純資産合計      70,858,565,524

全体

全体貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）



全体

（単位：円）

科目 金額

経常費用                 29,273,169,433

　業務費用                 18,424,774,785

　　人件費                  5,795,556,243

　　　職員給与費                  4,100,131,995

　　　賞与等引当金繰入額                    371,012,892

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                  1,324,411,356

　　物件費等                 12,006,690,274

　　　物件費                  8,544,714,974

　　　維持補修費                    676,160,738

　　　減価償却費                  2,785,740,362

　　　その他                         74,200

　　その他の業務費用                    622,528,268

　　　支払利息                    213,860,798

　　　徴収不能引当金繰入額                     42,294,105

　　　その他                    366,373,365

　移転費用                 10,848,394,648

　　補助金等                  8,731,123,039

　　社会保障給付                  2,084,578,355

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                     32,693,254

経常収益                  4,976,538,136

　使用料及び手数料                  4,440,713,543

　その他                    535,824,593

純経常行政コスト                 24,296,631,297

臨時損失                      4,514,262

　災害復旧事業費                         10,000

　資産除売却損                      1,924,535

　投資損失引当金繰入額                        930,584

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                      1,649,143

臨時利益                    134,848,072

　資産売却益                      5,496,076

　その他                    129,351,996

純行政コスト                 24,166,297,487

全体行政コスト計算書
自 平成31年04月01日

至 令和02年03月31日



固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 25,185,413,406 66,749,451,902 △41,564,038,496 －

　純行政コスト（△） △24,166,297,487 △24,166,297,487 －

　財源 27,504,620,810 27,504,620,810 －

　　税収等 19,078,702,699 19,078,702,699 －

　　国県等補助金 8,425,918,111 8,425,918,111 －

　本年度差額 3,338,323,323 3,338,323,323 －

　固定資産等の変動（内部変動） 484,504,045 △484,504,045 －

　　有形固定資産等の増加 691,886,221 △691,886,221 －

　　有形固定資産等の減少 △1,570,582,648 1,570,582,648 －

　　貸付金・基金等の増加 5,495,383,623 △5,495,383,623 －

　　貸付金・基金等の減少 △4,132,183,151 4,132,183,151 －

　資産評価差額 △1,297,296 △471,042 － －

　無償所管換等 19,396,219 10,870,737 － －

　他団体出資等分の増加 － － － －

　他団体出資等分の減少 － － － －

　その他 74,458 － － －

　本年度純資産変動額 3,356,496,704 1,311,881,661 2,044,615,043 －

本年度末純資産残高 28,541,910,110 68,061,333,563 △39,519,423,453 －

（単位：円）

科目 合計

全体

全体純資産変動計算書
自 平成31年04月01日

至 令和02年03月31日

省略



全体

（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】                             －

　業務支出                 26,555,830,762

　　業務費用支出                 15,707,436,114

　　　人件費支出                  5,858,014,434

　　　物件費等支出                  9,301,879,248

　　　支払利息支出                    213,860,798

　　　その他の支出                    333,681,634

　　移転費用支出                 10,848,394,648

　　　補助金等支出                  8,731,123,039

　　　社会保障給付支出                  2,084,578,355

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                     32,693,254

　業務収入                 30,678,308,732

　　税収等収入                 18,707,488,963

　　国県等補助金収入                  6,952,668,105

　　使用料及び手数料収入                  4,531,847,612

　　その他の収入                    486,304,052

　臨時支出                      1,659,143

　　災害復旧事業費支出                         10,000

　　その他の支出                      1,649,143

　臨時収入                    129,351,996

業務活動収支                  4,250,170,823

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                  9,482,653,151

　　公共施設等整備費支出                  2,374,655,829

　　基金積立金支出                  6,846,875,611

　　投資及び出資金支出                      1,251,711

　　貸付金支出                    259,870,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                  6,838,529,849

　　国県等補助金収入                  1,262,221,870

　　基金取崩収入                  5,005,536,031

　　貸付金元金回収収入                    293,381,211

　　資産売却収入                      9,601,010

　　その他の収入                    267,789,727

投資活動収支                △2,644,123,302

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                  4,045,734,998

　　地方債等償還支出                  4,003,000,390

　　その他の支出                     42,734,608

　財務活動収入                  2,732,656,000

　　地方債等発行収入                  2,732,656,000

　　その他の収入                             －

財務活動収支                △1,313,078,998

本年度資金収支額                    292,968,523

前年度末資金残高                    943,191,835

本年度末資金残高                  1,236,160,358

前年度末歳計外現金残高                    139,007,010

本年度歳計外現金増減額                      7,850,548

本年度末歳計外現金残高                    146,857,558

本年度末現金預金残高                  1,383,017,916

全体資金収支計算書
自 平成31年04月01日

至 令和02年03月31日



1 
 

注  記 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

  イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

  ② 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

    ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

なお、地方公営企業会計（港湾整備事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計）に

おいては、原則、取得原価としています。 

 

⑵ 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

 ② 出資金 

     市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品････････先入先出法による原価法 ただし、病院事業会計においては、最終仕入原価法に

よる原価法 

② 販売用土地････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる

方法 ただし、港湾整備事業会計においては、個別法による低価法 

 

 ⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

      建物   10年～50年 
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      工作物  ７年～60年 

      物品   ２年～50年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   （ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

      ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   ･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、実質価額が著しく

低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金および短期貸付金については、過去の平均不納欠損率により（又は個別に回収可能性

を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

  ③ 退職手当引当金 

    退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対して退職手当として

支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち根室市へ按分される

額を加算した額を控除した額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 全体資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 
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なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みま

す。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、地方公営企業会計（港湾整備事業会計、水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計）

については、税抜方式によっています。 

 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 

 該当する事項はありません。 

 

⑶ 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 該当する事項はありません。 

 

 

3 重要な後発事象 

 

 ⑴ 主要な業務の改廃 

 該当する事項はありません。 

 

⑵ 組織・機構の大幅な変更 

   該当する事項はありません。 

 

⑶ 地方財政制度の大幅な改正 

 該当する事項はありません。 

 

⑷ 重大な災害等の発生 

 該当する事項はありません。 

4 偶発債務 

 

 ⑴ 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当する事項はありません。 
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⑵ 係争中の訴訟等 

  該当する事項はありません。 

 

    

5 追加情報 

 

⑴  全体財務書類対象会計 

会計名 区分 連結の方法 

交通傷害共済事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

国民健康保険特別会計事業勘定 地方公営事業会計 全部連結 

介護保険特別会計事業勘定 地方公営事業会計 全部連結 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 

港湾整備事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間を設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納整理期間

に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑷ 売却可能資産の範囲の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

   ア 範囲 

    売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

    該当資産はありません。 

 

以上 

 


